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団体名 ACE            発表者氏名 岩附由香           

 

1. 貴団体の活動内容について 

 

世界の児童労働者数は 1 億 6800 万人（2013 年 ILO 発表）。その 6 割が農業分

野で起きているため、ACE ではインドのコットン産業、ガーナのカカオ産業に焦

点を当て、児童労働の撤廃と予防に取り組んでいる。市民への啓発キャンペーン、

企業との協働等を通じ、エシカルなビジネス・消費を広める活動も日本で行う。 

 

2. 児童労働に関する詳細について 

2013 年に発表された ILO の最新の児童労働の推計を含む報告書”Marking 

Progress against Child Labour”では初めて、国の経済レベルと児童労働の関

係性について分析がおよび、所得別の児童労働者数が発表されました。児童労働は

中所得国に最も多く、最貧国だけの問題ではないことも指摘されています。 

児童労働の所得別統計 

低所得国 

 

7,439万人 アフガニスタン、バングラデシュ、ミャンマー、カンボジア

など合計 54 カ国（地域） 

低中所得国 

 

8,131万人 インド、ガーナ、インドネシア、フィリピン、パキスタンなど 

合計 40 カ国（地域） 

高中所得国 

 

1,226万人 中国、ブラジル、南アフリカ、タイなど 

合計 54 カ国（地域） 

ILO 報告書“Making progress against child labour” 7 ページより抜粋（国名は ACE 加筆） 

 

3. 「POST2015 年課題領域における優先課題」との関連性ついて 
 

関連あるテーマ 関連ある課題 

包括的な成長 ○ 繁栄と公平性 ○     

人間のニーズと能力 ○ 教育 ○ 女性のエンパワーメン

トとジェンダー平等 

○ 健康  

資源の 3 要素 ○ 食糧・農業 ○ 水・公衆衛生  エネルギー・気候  

発展を可能にする環境 ○ 平和・安定 ○ インフラ・技術  グッドガバナンス・

人権 

○ 

 

http://www.crt-japan.jp/
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4. 児童労働とビジネス（業界）との関わりについて 
 

製造業・・・原料の採掘・加工現場、製造プロセス、 

物流・・・倉庫や港等での児童労働 

ICT・・・電話カード販売、携帯電話の紛争鉱物 

金融・・・投資先企業における児童労働リスクへの不備、発覚によるレピュテーションへの影響に

よる株価下落や国際的な資金（年金等）の投資回避 

アパレル・・・コットン生産現場、皮加工現場、縫製工場や加工工場での児童労働 

小売、食品・・・自社ブランド製品の製造過程の児童労働リスク、農業現場における児童労働 

化学、ガラス・土石製・・・採石場での児童労働、等 

 

5. 本プログラム参加企業へのコメント 

 

サプライチェーン管理、人権デューデリジェンスの観点から、各社が児童労働に加

担していないか、精査する必要があると思います。国際的に日本企業はサプライチ

ェーンの労働問題に関して取組みがない、あるいはしているが見えない、つまり情

報公開がないことが、企業のレピュテーションリスクと判断されています。 

 

児童労働は国連グローバルコンパクトの原則にも明記されているように、世界の課

題の中でも各企業との関わりが深い社会課題です。そのようなビジネスの負の影響

をどのようにミニマイズするのか、またそのようなチャレンジがあった場合、それ

をどのように本業の中でチャンスに変え、企業のサステナビリティを高めるのか、

課題が大きいだけにやりがいのあるものでもあります。 

 

ACE では、児童労働に加担しない、エシカルなビジネスと消費を推進することを

中期戦略にかかげています。森永製菓、リー・ジャパン株式会社との協働による児

童労働への積極的な取り組みは、その一例です。さらに、そのようなビジネスを行

う企業を評価できる消費者を育てるため、エシカル消費の普及にも力をいれていま

す。5 月 10 日に行ったエシカルファッションカレッジ（１日限りのイベント）に

は、1,000 人もの人が参加し、エシカル消費の普及の胎動を感じました。 

 

世界は刻々と変化しています。その変化を見越し、企業のサステナビリティ戦略を

定める中で、ぜひ考慮いただきたいのは、世界の人口の約３分の１、約２２億人は、

１８歳未満の子どもで構成されているということです。そのような子どもたちの権

利をビジネスの負の影響から守るために出来た「子どもの権利とビジネス原則」（２

０１２年に国連グローバルコンパクト、セーブ・ザ・チルドレン、ユニセフが策定）

は、今後企業のサステナビリティ戦略策定のひとつの指針となるはずです。 

 

地球資源には限りがあり、気候変動など、現在は予測不可能な変化がこれまで以上

に多くなっています。その中でイノベーションを起こし、ビジネスのレジリエンス

を高めることが、企業のビジネスを存続させるためには必要です。今回の NGO と

のダイアローグがそのためのインスピレーションを得られる場になることを祈っ

ています。 

以上 
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